
3 2012（平成24年）

昨年12月２日に施行された税制改正法により、同日以後に法
定申告期限が到来する国税については、納税者が更正の請求をできる期間が原則５年

（改正前１年）に延長されました。これに併せ、税務署等がする増額更正の期間制限も原
則５年（改正前３年）に延長されています。

更正の請求期間の延長

国　税／平成23年分所得税の確定申告
2月16日〜3月15日

国　税／個人の青色申告の承認申請 3月15日
国　税／贈与税の申告 2月1日〜3月15日
国　税／2月分源泉所得税の納付 3月12日
国　税／個人事業者の23年分消費税の確定申告

4月2日
国　税／1月決算法人の確定申告

（法人税・消費税等） 4月2日
国　税／7月決算法人の中間申告 4月2日
国　税／4月、7月、10月決算法人の消費税の

中間申告（年3回の場合） 4月2日
地方税／個人の都道府県民税、市町村民税、事業税

（事業所税）の申告 3月15日

（弥生）March
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［  知 的 財 産 権 と は  ］

特許権や商標権など、法
令によって権利などの形で
保護されるものを「知的財
産権」といいます。発明や
ノウハウ、ブランドなど、
形のない財産の総称といえ
ます。特に特許権・商標
権・実用新案権・意匠権の
ことを「工業所有権」とい
います。なお、2002年に策
定された知的財産戦略大綱
で、「工業所有権」は「産業
財産権」と改められること
となりました。

［  　 パ リ 条 約 　  ］

1883年に、工業所有権を
国際的に保護することを目
的とした条約が作成されま
した。この条約では、①内
国民待遇の原則、②各国工
業所有権独立の原則、③優
先権制度などについて定め
られています。日本は1899
年に加盟し、以来1967年ま
での６回の改正条約すべて
に加盟しています。

内国民待遇の原則では、
加盟国の国民を自国民と同
じように保護することを求
めています。逆に他の加盟
国民に対して、自国民より
も有利に保護することは認
められています。

各国工業所有権独立の原
則とは、特許権や商標権の
発生や無効・消滅について
各国が他の国に影響されな
いということです。例えば、

２つの国で出願されている
同一の内容の特許権につい
て、一方の国がその特許を
無効とした場合に、もう一
方の加盟国がそのことを理
由に無効としてはいけない
ということです。

商標についても一方の国
で登録されている商標権の
存続期間の更新がされてい
ないことを理由に、他の加
盟国が商標権の登録を拒絶
したり無効としたりするこ
とはできないとされていま
す。この原則は特許権と商
標権については定められて
いますが、実用新案権や意
匠権といった他の工業所有
権については義務付けられ
ていません。

優先権制度は、いずれか
の加盟国で工業所有権に関
する出願をした者は、一定
期間は優先権を有するとい
うものです。例えば2012年
３月に、ある加盟国が発明
の特許を出願した後、同じ
発明に関する特許を2012年
８月に別の加盟国が出願し
た場合、新規制や進歩性の
判断は実際に出願をした
2012年８月ではなく、2012
年３月に出願したものとし
て取り扱われることになり
ます。

［ ビジネスモデル特許 ］

ビジネスの仕組みを特許
化したものを「ビジネスモ
デル特許」といいます。コ
ンピューターやインターネ

ットを利用した電子商取引
の方法についての発明など
が主な対象です。1997年に
アメリカで下された判決で、
ビジネスの方法が特許にな
ることが示されたことをき
っかけに、多くのビジネス
モデル特許が登録されるよ
うになりました。日本でも
2000年頃から注目を集める
ようになりましたが、最近
の出願件数は減少傾向にあ
るようです。

［  　 立 体 商 標 　  ］

包装容器などのように立
体的な形状からなる商標を
「立体商標」といいます。例
えば、コカコーラのボトル
の形状は、アメリカの商標
法による保護を受けて登録
されている立体商標のひと
つです。

日本では、不二家のペコ
ちゃん人形や、ケンタッキ
ーフライドチキンのカーネ
ル・サンダース像などがあ
ります。最近では、2010年
にヤクルトのプラスチック
容器の立体商標について、
判決が下されました。この
判決では、ロゴがないヤク
ルトプラスチック容器につ
いて、形状だけで十分に商
品を認識できるとして、立
体商標の登録が認められる
ことになりました。

政府は、音やにおいにつ
いて商標登録ができるよう
に検討を始めていますが、
法改正には至っていません。
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公共サービスの担い手を
官民どちらがふさわしいか
入札で競い合って、より優
れた方に決める仕組みを

「市場化テスト」といいます。
官民競争入札とも呼ばれ、
官業の民間開放を進める手
段として用いられています。
市場化テストを導入するこ
とで、公共サービスの向上
やコスト抑制が見込まれま
す。

民間が業務を落札した場
合、一定期間を任せた後に
今までの官の実績と民の新
たな事業成果を比べ、民間
が優位と判断された場合は、
その公共サービスは原則と
して民間移管か民営化が進
められることになります。
逆に官の方が優位と判断さ
れれば、引き続き行政が業
務を継続することになりま
す。

□■ イギリスでの取り組み
イギリスでは、サッチャ

ー政権時代に官民競争入札
が本格的に導入されました。
導入された目的は、肥大化
した地方政府のコスト削減
で、地方政府による公共サ
ービスの提供に、「強制競争
入札」が導入されました。
この制度は、特定の公共

サービスを提供する場合、
官民競争入札を義務付ける
ものでしたが、段階的に対
象事業が広げられるととも
に、手順の見直しが行われ
ました。
また、サッチャー政権で

は、中央政府の行財政改革
として、電気・ガス・水道
などのライフラインについ
て徹底してアウトソーシン
グを進めました。その後、

政権が変わっても市場化テ
ストの手法は維持されてお
り、中央省庁の効率化と質
の向上に寄与しています。

□■ アメリカでの取り組み
アメリカでは、1980年代

後半から1990年代にかけて、
一部の自治体で独自に官民
競争入札制度を作ったり、
既存の枠組みの中で競争入
札に参加したりするなどの
手法を用いて市場化テスト
が実施されました。

連邦政府では1966年に官
民競争入札制度が導入され
ましたが、積極的に活用さ
れるのは1990年代の冷戦後
になって防衛費削減の流れ
が出てきてからでした。

□■ 日本での取り組み
日本では2005年に国民年

金保険料の徴収やハローワ
ーク関連事業などの８分野
で初めて試行されました。
その後、2006年には公共サ
ービス改革法が施行された
ことで対象事業が拡大し、

独立行政法人も対象となり
ました。

2011年現在では、約170事
業で市場化テストの導入や
実施が決まっています。

また、入札を行った112事
業についてみると、事業費
が１年当たり約463億円から
251億円に削減されました。
約５割の削減効果をあげて
います。特に日本年金機構
による国民年金保険料収納
事業についてみると、全国
312か所の年金事務所すべて
において導入され、179億円
の事業費が127億円減少し52
億円となっています。

ただし、落札金額が毎年
大幅に低下する一方で、納
付率の目標を達成しない年
金事務所が増加しており、
事業の評価については見直
しが求められます。

地方でも市場化テストの
導入が始まっています。長
野県南牧村や東京都、大阪
府などの13か所で市場化テ
ストが実施されています。
国も、法律の整備や先進事
例の周知などを行い、自治
体の取り組みを推進してい
ます。

一方で、市場化テストの
導入拡大に慎重な意見も多
くあります。自治大学校や
消防大学校の管理運営業務
の入札がいったん決定され
ながら見送られたという例
もあります。諸外国の例の
ように、市場化テストを導
入することは長い期間が必
要になります。
「官から民へ」「簡素で効

率的な政府の実現」を果た
すため、公共サービスの提
供のあり方を見直す必要が
あるでしょう。　　
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セルフレジ 

スーパーなどへ買い物に来た顧客自身
にレジを操作してもらい会計を済ませる
「セルフレジ」の導入が進んでいます。
2003年にイオンが他社に先駆けてセルフ
レジを導入しました。

スーパーでの買い物で、レジでの会計
に長時間待たされることを不満に挙げる
人は多くいます。しかし、有人のレジを
増やすことは、スペースの確保や人件費
の問題があり、容易ではありません。そ
こで導入されたのがセルフレジです。

セルフレジ導入により、レジ係の人件
費は削減でき、またレジ台で直接買い物
かごからレジ袋に移すので袋詰め作業台
が不要となり省スペースにもつながりま
す。顧客も精算時のプライバシーが保護
されるといった効果があります。

セルフレジは、スーパーのみならずコ
ンビニエンスストアにも広がりをみせて
います。今後は顧客の利便性が高まるよ
う、より開発が進められるでしょう。

ネーミングライツ

物事や施設、キャラクターなどに対して
名称を付けることのできる権利を“命名権”
といいます。

1990年代後半にアメリカで、スポーツ
や文化施設などの名称に企業名を付けるこ
とがビジネスとして広がりました。このよ
うな施設に対する命名権を、「ネーミング
ライツ」と呼びます。

日本では、2000年代前半から公共施設
の管理運営費を補填する手段として導入さ
れました。施設の管理者にとっては施設の
改修や運営維持にかかる資金を得ることが
でき、命名権を購入した企業にとってはニ
ュースなどで施設の名称が露出する機会を
得られることで宣伝効果が見込まれます。

ただし、国際大会では、主管団体が「企
業名や商標名を冠する競技施設では公式戦
を開催できない」と規定しているものもあ
ります。このような場合は、旧称である正

式名称を使用することになります。
日本で最初に命名権の売買が行われたの

は、西武鉄道が運営する東伏見アイスアリ
ーナです。1997年にサントリーに売却さ
れ、以後2006年まで更新されました。公
共施設に限ってみると、2003年に東京ス
タジアムの命名権が味の素に売却されたこ
とが最初の事例になります。

しかし、最近ではネーミングライツの問
題点も浮き彫りになってきています。

公共施設を私企業の名称に変更すること
は、公共イメージが損なわれるという意見
もあり、命名権行使を撤回した例もありま
す。命名した企業の不祥事により施設の名
称が変更されたこともありました。2010
年以降は大型の命名権売買の事例は減少傾
向にあります。

募集しても応募がなかったり契約が更新
されなかったりと、施設管理者にとっては
安定的な収入源になっていないという問題
も出てきています。
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